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１　問題意識
　2010年 6月に改正育児・介護休業法が施行され、
3歳までの子を養育する労働者について短時間勤
務制度（原則として 1日 6時間）を設けることが
事業主に義務付けられ 1）、これを契機に、育児期
の短時間勤務制度の利用が増加している。短時間
勤務制度は、仕事と育児の両立を図るためには有
効な制度であり、子育てをする労働者のニーズも
高いことから、制度整備が進んできたといえる。
　しかし一方で、制度利用の定着・拡大に伴い、
いくつかの課題が顕在化している。武石（2013）は、
制度利用者及びその上司に対するインタビュー調
査により、職場マネジメントの課題や制度利用者
のキャリア形成面での課題について明らかにし
た。特に、日本では、通常の労働者の働き方が長
時間労働であることなどから、短時間で働くこ
との問題がより大きくなっているという側面があ
る。
　今後は、育児に加えて介護と仕事の両立をいか
に図るか、という観点からも短時間勤務制度は重
要な制度として機能していくと考えられる。この
制度がより効果的に利用されるためには、現状の
課題をどのように受け止めて対応を図るべきなの
かについて検討することが必要である。こうした
問題意識に立ち、短時間勤務制度を含めた柔軟な
働き方が社会に定着しつつあるイギリスとドイツ
の現状について明らかにして、制度の効果的運用
について日本への示唆を得ることが、本稿の課題
である。
２	 日本における短時間勤務制度の現
状と課題
　育児のための短時間勤務制度については、
1992年施行の育児休業法において育児期の働き
方の選択肢の一つとして盛り込まれた。具体的に
は、3歳に満たない子を養育する労働者について、
短時間勤務制度の他に、所定外労働の免除、フレッ
クスタイム制度、時差出勤制度、事業所内保育施
設の設置運営などから 1つを選択して制度として
設けることが、事業主に義務付けられた。その後、
2010年施行の改正育児・介護休業法により、3歳
に満たない子を養育する労働者が希望すれば利用
できる短時間勤務制度の制度化を事業主に義務付
けた。この法改正により、育児のための短時間勤
務制度は、子育て期の労働者、特に女性の継続就
業にとって重要な制度と位置づけられたことにな
る。労働政策研究・研修機構（2011a）によると、
正規雇用の女性は、育児休業を取得して継続する
割合の上昇と退職率の低下傾向が近年明確になっ
ており、育児期の両立支援制度の定着が、女性の
就業継続に貢献しているといえる。
　現在の育児・介護休業法で定められた育児のた
めの短時間勤務制度は、1日の所定労働時間を「原
則として 6時間」とする措置を含むものとしなけ
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ればならないとされ、これ以外の時間設定が可能
なことは労働者の選択肢が増えることであり、望
ましいこととされている。週の労働日数を短縮
する短日勤務の措置などについても奨励されてい
る。また、3歳から小学校就学の始期に達するま
での子を養育する労働者に関しては、改正前の選
択的措置の中から必要な措置を講じることが、事
業主に努力義務として課せられている。
　さらに、大企業を中心に、労働者の希望を叶え
ることによって優秀な人材の定着を図ること等を
目的として、労働組合が中心となって短時間勤務
制度の充実化を進めており、制度適用期間を小学
校就学以降まで延長する傾向がみられている（表
1）。
　制度利用の定着に伴い、育児休業制度と短時間
勤務制度を利用し、複数の子がいるケースなどで
は結果として長期にフルタイム勤務をしない従業
員も増加している。短時間勤務制度の利用経験者
について、女性正社員の利用期間をみると、「3
歳以上～小学校に上がるまで」（25.3％）や「小
学校 1年生以上」も 25.5％など、長期の利用者
も多い（図 1）。こうした利用状況の変化により、
職場のマネジメントや短時間勤務者のキャリア
形成、仕事意欲に関する課題が指摘されるように
なってきた。
　松原（2012）は、短時間勤務が長期化するこ
とに伴い、与えられる業務の質的な違いからキャ
リア形成面での課題があることを指摘している。
図 1　育児のための短時間勤務制度の実際の利用期間（女性正社員）
資料出所：	三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成 23年度　育児休業制度等に関する実態把握のための調査研究
事業報告書」（労働者調査）
注：対象は 20～ 40代の、子ども（末子が小学校就学前）を持つ会社員である。
　　調査は 2012年 2～ 3月に、インターネットアンケート調査会社のモニターを利用したweb調査により実施した。
表 1　育児のための短時間勤務制度の最長利用可能期間
資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」
注：数値は短時間勤務制度導入事業所に占める構成比である。
（%）
3歳に達する
まで
3歳～小学校
就学まで
小学校就学
の始期に達
するまで
小学校入学
～小学校低
学年（3年生
ま た は 9歳
まで）
小 学 校 4年
生～小学校
卒業（また
は 12歳 ま
で）
小学校卒業
以降も可能
その他
2005年度 64.6 3.2 22.1 3.3 0.8 2.4 3.6
2012年度 64.3 2.8 20.7 6.7 3.6 2.0 0.0
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イギリス、ドイツの柔軟な働き方の現状
また、武石（2013）は、育児のための短時間勤
務制度を利用する従業員及びその上司を対象に実
施したインタビュー調査をとりまとめた。その結
果、制度利用に伴い利用者に配分される仕事に制
約が生じ、利用期間が長期化すると利用者のキャ
リアに一定の影響が生じること、利用者に対する
評価など制度運用面での課題も大きいこと、この
背景にはフルタイム通常勤務者の働き方の問題が
あること、などの課題を明らかにしている。
　制度利用に伴うこうした課題は、短時間勤務制
度を含めて多様な働き方が定着している欧州諸国
ではどのような実態にあるのか。日本への示唆を
得るために、以下では、イギリス、ドイツの 2つ
の国を取り上げ、働き方の現状や制度比較を行っ
た上で、筆者らが実施したインタビュー調査結果
の分析を行うこととしたい。
３　イギリス、ドイツの働き方の現状
（1）働き方の実態
　イギリス、ドイツの働き方の現状については、
武石（2012）において日本との比較分析を行っ
ている 2）。この分析結果から、次の点が明らかに
なっている。
　まず、企業が導入している制度として、イギリ
スやドイツでは、フレックスタイム制度、在宅勤
務制度、ジョブ・シェアリング制度など、多様な
制度導入が日本以上に進んでいる。そして、イギ
リス、ドイツの企業では、こうした制度導入につ
いて運用面での課題を指摘する割合は低く、職場
の生産性にプラスの影響があると肯定的にとらえ
る割合が高いなど、企業として制度導入の効果を
指摘する意見が多い。
　また、働き方の特徴として、イギリス、ドイツ
は、日本に比べて男女共に平均労働時間が短い（表
表 2　週当たり平均労働時間
表 3　現在の勤務形態（複数回答）
資料出所：武石（2012）より。
資料出所：武石（2012）より。
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2）ことに加えて、フルタイム勤務以外の形態で
働く割合が高い（表 3）など、働き方の柔軟性が
高い点が特徴としてあげられる 3）。始業時間、終
業時間を分析した結果、特に始業時間は、日本で
は 8時台から9時台に9割が集中するのに対して、
イギリス、ドイツは分散が大きい点に特徴がある。
特にドイツでは 7時前に始業する従業員の割合が
15.4％、7時台が 31.3％など、早い時間帯に仕事
を始め、その場合には 15時など早い時間に終業
しており、就業時間帯の個別化が進んでいること
がわかっている。
　両国の働き方の現状の背景にある政策・法制度
等について、以下で概観しておきたい 4）。
（2）働き方に関する制度比較
　日本とイギリス、ドイツの共通点としては、ド
イツは少子化傾向への懸念から働き方改革に取り
組む傾向が強く、また、イギリスは人材の有効活
用など労働市場政策の視点が明確であり、この 2
つの視点は、日本のワーク・ライフ・バランス（以
下「WLB」と表記）の議論にも共通する。また、
政労使のパートナーシップにより政策が推進され
ている点も、3つの国に共通する点といえる。
　一方で、イギリス、ドイツは、EU指令の影響
が大きく、労働時間に関しては、11時間の休息
時間の確保、パートタイム労働とフルタイム労働
の均等処遇など、日本に比べると厳格な規制が存
在する。また、後述するように、イギリス、ドイ
ツでは働き方のフレキシビリティを高めることに
主眼が置かれ、短時間勤務はその一つの形態とい
う位置づけである。一方で、日本の短時間勤務制
度は前述のとおり法律で措置義務化されており、
他のフレックス制度等と法的な規制が異なってい
る。
①イギリス
　イギリスでは、1990年代後半からWLB政策
が推進され、2000年には「WLB向上キャンペー
ン」を実施して、企業の自主的な取り組みを促す
政策を展開してきた。
　2002年には、「フレキシブルワーキング法」が
制定され、2003年から施行された。同法により、
勤続年数など一定の条件を満たす従業員に柔軟
な働き方（Flexible	Work、以下「FW」と表記）
を請求する権利を認め、事業主には申出に対して
真摯に検討することが求められている。FWの形
態は、「労働時間の変更、労働時間帯の変更、勤
務場所の変更、その他」とされている。また、同
法は何度か改正が行われており、2007年には成
人の介護も認め、2009年には子の年齢を 17歳未
満に拡大し、2014年からはすべての従業員（勤
続 26週以上）に拡大することとなっている。イ
ギリス政府によると、導入後 1年間で対象者の
1/4にあたる 100万人が制度利用を請求し、80～
90万人が利用し、うち男性が 1割程度であった（矢
島（2012））。
②ドイツ
　母親が子育てをするという伝統的な価値観があ
るドイツ（特に旧西ドイツ）であるが、男女の意
識の変化、さらに出生率の低下への危機感から
WLBが重要な政策課題と位置づけられるように
なってきた 5）。
　2001年にパート労働・有期労働契約法が制定
され、労働者が短時間勤務への移行を申請し、そ
れを事業主が認める（事業主が理由を示して拒否
できる）制度化が行われている。労働時間を延長
するフルタイムへの「復帰権」の規定はない。
　2001年には、連邦育児手当法が施行され、子
どもが 3歳まで 36か月の親時間を請求でき、そ
のうち 1年分は使用者の同意があれば 8歳まで繰
り延べ可能な制度となっている。親時間が終了す
ると、フルタイムの仕事に復帰できる。2006年
には親手当として、子の出生前の所得の 67％が
保障されることとなり、所得保障の充実により男
性の育児休業が増加したといわれている。男性
の育児休業取得率は、2007年 3.5％から 2009年
18.5％に上昇している。
　ドイツには、「労働時間口座制度」という労働
協約により制度化が進められている制度がある6）。
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イギリス、ドイツの柔軟な働き方の現状
残業時間を個人の「労働時間口座」に貯めて、休
暇などに利用できるもので、これにより労働時間
を柔軟にすることが可能になっている。1年以内
に精算する「短期口座」と、それより長い「長期
口座」（導入企業は 7％程度）がある。長期口座
であれば、短時間勤務時の賃金補てん、介護休暇、
退職前の休暇などに利用できる。
４　インタビュー調査の概要
　以上のように、イギリス、ドイツは、それぞれ
に働き方の柔軟化を進め、育児・介護等の家族的
責任を含む個人の生活と仕事を調和させる政策を
展開し、FWが日本に比べて職場に定着してきて
いると総括できる。
　日本においては、短時間勤務制度の利用拡大が
職場や個人にマイナスの影響をもたらすことが
懸念されている。こうした日本の課題を踏まえ、
両国では、働き方の多様化を進める中で、日本で
指摘されているような課題は生じていないのか、
あるとすればその課題にどう対処しているのか、
について検討することとしたい。検討にあたっ
ては、武石（2013）における日本の現状把握と
同様の調査の枠組みを設定して、イギリス、ド
イツの企業の協力を得て、職場でのインタビュー
調査 7）を実施した。インタビュー調査は、多様
な働き方の中でも、日本の調査と同様に短時間
勤務制度 8）を中心にして、下記により実施した。
（1）調査対象者と調査内容
　調査対象は以下の三者である。
①	HR担当者：短時間勤務制度を含む多様な働き
方に関する制度概要、企業としての取組等
②	制度利用者（ホワイトカラー職種）：短時間勤
務制度利用の実態、キャリア意識等
③	制度利用者の上司：制度利用に伴う職場対応等
（2）対象企業
　いずれも大企業で以下のとおりである。
イギリス　5社
・	製造業A社：HR担当
・	金融・保険業B社：HR担当
・	金融・保険業C社：HR担当、制度利用者 6名
（男性が 1名）、上司 2名
・	電気・ガス等事業D社：HR担当、制度利用者
1名、上司 1名
・	コンサルタント業E社：HR担当
ドイツ　3社
・	製造業F社：HR担当、制度利用者 4名（男性
が 1名）、上司 4名
・	製造業G社：HR担当、制度利用者 4名（男性
が 1名）、上司 3名
・	製造業H社：HR担当、制度利用者 1名（男性
が 1名）、上司 1名
（3）調査時期
　2013年 9月
（4）調査方法
　個人インタビュー調査（ただし、2名（制度利
用者）のみ同時に実施）
５　インタビュー調査結果
（1）イギリスの調査結果
①企業の制度の概要
　対象企業の 5社とも、FWの選択は、子どもや
要介護者の有無にかかわらずすべての従業員の権
利として認めて制度化している。グローバル化へ
の対応や女性の活躍推進などを背景に、重要な人
事戦略としてFWの制度化を進めてきた。
　FWの制度としては、短時間勤務（ジョブ・シェ
アを含む）の他に、Compressed	 work（週の労
働時間を変えずに労働日を減らす）、Annualized	
hours（年間労働時間を決めて子どもの学校の長
期休暇時に時間短縮をしたり休暇を取るなどして
時間調整する）、在宅勤務制度など多様な制度が
ある。
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　たとえばA社では、柔軟な働き方が定着して
きたことで短時間勤務制度利用のニーズはほとん
どなくなったという理由から、短時間勤務は制度
として実施していない。
　全般に、FWはフォーマルな形で制度化され
ているが、実際には従業員の多様なニーズに応え
て働きやすくすることを重視しているために、制
度利用にあたって明示的な契約を結ぶことをせず
に、informal	 agreement により実施ケースも多
いという。人事部門としても、公式な手続きより
も職場の裁量を重視する傾向が強い。対象企業で
は、FWは従業員にとっても企業にとっても重要
という認識が職場の中で共有されている。特に企
業にとってのメリットとしては、多様な人材の活
用（ダイバーシティ戦略）が第一にあげられてい
る。
②制度利用の状況
　FWは、男女共に活用されている。たとえば
A社では、informal な形を含めると 9割以上の従
業員が何らかのFWの施策を利用しており、特
に在宅勤務制度の利用は 8割に上るという。同社
では、オフィスに来るのは協力して仕事をする必
要があるとき、オフィスは打合せのスペース、と
いった考え方が定着しつつあり、総従業員数に対
して 7割のスペースをフリーアドレスで用意して
おり、3割のスペースがコストカットになってい
る。B社でも、同様に在宅勤務制度のコスト面で
の効果を強調しており、勤務スペースは従業員の
6割程度としている。
　FWの制度の中でも短時間勤務制度の利用は企
業により差がみられ、A社のようにすでにニー
ズがなくなったとするケースや、フレックスタイ
ム制度があれば短時間勤務制度を利用しなくても
生活との両立が可能なので短時間勤務の利用は
少ないとするD社やE社のケースもある。一方
で、B社では、イギリス国内に勤務する従業員の
うち、約 2割が短時間勤務制度（年間の労働時間
を減らすことを含めて）を利用しており、利用
者の 9割が女性であるという。また、シニアマネ
ジャークラスで短時間勤務制度を利用する者も増
えている。C社も、短時間勤務制度を従業員の 1
割が利用し、うち女性の利用が92％、管理職は3％
である。同社では、FWのパターンは 200以上に
上り、勤務時間数の変更にあたっては契約変更の
手続きをとるが、現場のマネジャーの判断でFW
の利用をしているケースも多い。
　短時間勤務制度利用の理由は、これまでは男女
共に子育てが多かったが、B社では、近年は介護
を理由にした制度利用者が増える傾向にあるとい
う。また、C社でインタビューをした対象者の中
には、定年前の高齢者が利用している男性のケー
スもあり、子育て以外の理由での取得もみられて
いる。
③制度利用に伴う仕事の変化
　短時間勤務であっても簡単な責任を与えること
がないようにすべきである、というのが、対象企
業のHR担当に共通する基本的な考え方である。
実際に、勤務時間が短くなることで、仕事の質が
変化するというケースは少なく、制度利用者やそ
の上司からも、短時間勤務だから簡単な仕事や責
任の少ない仕事に変更している、という意見はほ
とんどきかれない。職場の業務内容は常に変化し、
また組織構成も流動的なので、フルタイムで働い
ていた時の元の仕事に復帰する、という意識は薄
い。出産や育児のための休業から復帰して短時間
で働く際には、仕事内容や働き方を総合的に勘案
して納得できる仕事に就いた、とするケースが多
い。
　しかし、今回調査対象になった職場は制度利用
者がいる職場であり、それ以外の職場の状況につ
いて、課題も指摘された。
　「FWが難しい部門はあると思う。出張が
頻繁に発生する、外部との交渉が多いといっ
た業務では、特に短時間勤務で働くのは難し
いだろう。」（C社、マーケティング部門、上司）
　また、短時間勤務制度を利用することで、自身
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イギリス、ドイツの柔軟な働き方の現状
の仕事内容を自ら変えた事例もある。
　「現在定年前の制度利用で、週 3日、24時
間勤務である。フルタイムのときと同じシニ
アマネジャーの役職だが、大型プロジェクト
の新規案件（随時判断が求められる業務）の
マネジメントは別の（フルタイム勤務の）シ
ニアマネジャーに任せて、自分は継続的に
維持していくような案件業務を集約して引き
受けている。こういう仕事を希望する人は少
ないので、あえて自分が引き受けることにし
た。」（C社、IT部門、男性制度利用者）
　仕事の量に関しては、あまり減っていないとい
う意見が多い。特に勤務時間が 80％程度以上で
働く場合には、フルタイムとほとんど変わらない
働き方と考えて、仕事量の調整を行わないケース
が多い。この背景には、そもそもフルタイム勤務
者の労働時間が一定の範囲内に収まっているとい
う状況があるとみられ、この点は日本との大きな
違いである。仕事量に関しては、次のような意見
が代表的である。
　「5日分の仕事を 3日でやる。自分が不在の
ときは誰かがカバーしてくれる。また、上司
など周囲の期待をうまくマネージすることも
大切。アウトプットの質については期待を満
たすように努力している。仕事を部下に任
せるようにして、自分はマネジメントに集
中するようになった。」（C社、人事部門マネ
ジャー、女性利用者）
　「週 3日勤務で、時間が足りない。任され
たプロジェクトを他の人に回したくはない。
自分はチャレンジが好きで、期待されている
ことを理解しながら限られた時間でベストの
ことをする。そのためには自分もフレキシブ
ルである必要があり、この時間に絶対帰ると
決めるとうまくいかない。」（C社、マーケティ
ング部門、女性利用者）
　上記の発言にみられるように、短時間勤務でも
与えられた責任を果たすためには、曜日によって
フルタイムと短時間勤務を組み合わせる、業務の
繁忙等にも対応できるようにプライベートな生活
の面でも工夫するなど、利用者側の努力も重要で
ある。働く曜日を限定する短日勤務の場合でも、
曜日を固定しすぎないなど、状況に応じて柔軟に
変更できるようにすることが重要であるとの意見
は、制度利用者の中にも多い。
　「業務の繁閑に対応して、フルとパートを
使い分けている。週 5日働く週もあれば 3日
の週もある。忙しい時期が 2～ 3週間続くと
きにはフルタイムで働くことに（自身も）合
意している。短時間勤務でもフレキシブルに
働くことができれば、業務遂行上はあまり問
題にならない。」（D社、投資部門、女性利用者）
　上司も、たとえば出張などは、事前に計画をす
れば短時間勤務制度利用者でも対応可能であるこ
とから、出張が役割遂行上重要であれば行っても
らう、という考え方で仕事を任せている。ただし、
業務によっては短時間勤務者に任せないこととす
るケースもある。
　「毎週定期的に報告しなければならない仕
事については短時間での勤務は難しかったの
で、他のメンバーに任せることとした。短時
間の場合に、仕事成果が少なくなるので、役
割を再構成して、短時間で役に立つ仕事をメ
インに与える。」（D社、投資部門、上司）
④制度利用者のキャリア、評価
　日本では、短時間勤務制度を利用するとその間
異動が制約されるために、長期的なキャリア形成
に影響することが指摘されている（武石（2013））。
調査対象企業では、異動は社内公募によることが
多く、経験、資格、さらには許容できる働き方な
どを示して社内で公募をかけ、短時間勤務だから
異動できないということは基本的にない、という
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のがHR担当の考え方である。働き方の制約以上
に能力が重視されて異動が決まることが多く、受
け入れ先の職場のマネジャーの理解を得ることが
重要となる。ただし、マネジャーによっては短時
間勤務者を受け入れることに抵抗を持つ場合もあ
り、受け入れるかどうかはマネジャーの考え方に
よるという。
　「短時間勤務（週 4日）で働いているとき
に異動をした。仕事の条件を満たしていたの
で異動ができた。」（C社、保険査定部門、女
性利用者）
　他社から転職してくる際に、FWで働くことを
条件にして応募し採用されるケースもある。
　「部下はCompressed	 Workを希望して入
社した。FWが採用面で優秀な人材確保につ
ながっている。個人のキャリアを重視する会
社とみなされることは、企業価値が上がるこ
とである。」（C社、顧客部門、上司）
　また、短時間勤務制度利用者に対する業績評価、
それと関連する昇進についても、制度利用による
影響は日本のように大きいとは考えられていな
い。HR担当は、基本的に成果で評価するので制
度利用による不利益は発生しないとしている。た
だし、上司によっては、部下を評価する際に、自
分の目の前にいないと効率が悪いと考えて評価が
低くなるケースもあるというHR担当の意見も無
視できない。FWの制度を利用していると、人並
み以上の努力をしていることを上司や周囲に示す
ことが必要だと考えられている、とするHR担当
もいる。
　制度利用者や上司も、短時間勤務を理由にキャ
リア面で不利益が生じるという意見は少ないが、
短縮時間数が多くなり勤務できる時間の制約が大
きくなると一定の影響が出るとする意見は少なく
ない。
　「短時間勤務のシニアマネジャーも出てき
ている。昇進にあたって FWだからといっ
て不利に扱うことはしない。重要なのは何を
するかで、仕事に費やす時間ではない。」（C
社、顧客部門、上司）
　「会社の選抜型研修である prestigious	
leadership	 course の受講者（シニアマネ
ジャー候補のための研修）に選ばれている。
ただ自分は週 4日勤務だが、週 3日勤務だっ
たら仕事への意欲を疑問視されてしまい、難
しかったかもしれない。」（C社、人事部門マ
ネジャー、女性利用者）
　「週 3日勤務の人はキャリアが重要ではな
いと考える傾向がある。4日であればキャリ
ア重視の人が多い。ただ、3日でも、フレキ
シブルに対応する部下もおり、こういう社員
であれば問題ない。働き方以上に、仕事に対
する意識や態度が重要である。」（C社、マー
ケティング部門、上司）
⑤制度利用に伴う対応
　制度利用によるマイナスを少なくするための対
応として、まず、職場マネジメントのキーパーソ
ンである上司に対して、企業から支援が行われて
いる。対象企業では、FWの重要性についての
職場の理解は進んできていると評価されている
が、それでもFWは職場の効率が落ちると考え
る上司がゼロとはいえず、こうした意識を変えて、
FWの必要性を理解し職場で実践する管理職をス
タンダードにしたいと考えている。
　A社では、HR担当者がFWについての各職
場からのトレーニング等の要請に対応し、「ハー
ドに長く働く」のではなく「ハードに生産的に働
く」ことを定着させる取組を展開している。FW
への理解が進むにつれ、職場からトレーニング実
施の要請が増えているという。
　B社では、FWを各職場に定着させるために、
Change	 Management	 Module（eラーニング、
ワークショップ）を使って管理職研修を実施して
いる。現状でもFWに抵抗がある管理職は存在
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しているが、こうした管理職の意識を変えること
が重要であると考えられている。
　特に、FWの運用にあたっては、職場における
informal な対応が不可欠と考えられていること
から、職場の管理者の意識付けや具体的なマネジ
メントの方法まで、企業が丁寧にサポートをする
ケースが多い。
　E社では、2012年からFW定着のための取組
を組織的に推進している。具体的には、「パート
ナー」45名－「リード（シニアリーダー）」95名
－「一般社員」という階層構造の取組体制を構築
し、FWを推進するための企業文化の定着化を図っ
ている。特に「リード（シニアリーダー）」の役
割が重要で、HRの担当が重要と考える行動 9）を
実践するためのトレーニング、ワークショップな
どの支援を行っている。コンサルタント業の同社
の場合、クライアント特性により働き方も異なる
ので、それぞれの状況に合わせて、職場単位で主
体的に取り組むことが重要と考えられている。
　「シニア層を中心に『職場にいることを重
視する文化』があることは課題の一つであ
る。また、仕事柄（コンサルティング業務）、
仕事へのコミットメントが高く長時間労働
の社員もいるが、労働時間は自己管理が重
要である。長時間労働の従業員に対しては、
社内にカウンセラーを置いて、定期的に相
談を実施するなどで対応している。」（E社、
HR担当）
　効果的な制度利用のためには、制度利用者の対
応も重要である。そのために、仕事を制約するの
ではなく、どうやれば短時間で効果的に働くこと
ができるのかを考えて制度利用を行うケースが多
い。前述したように、仕事の責任を果たすために、
短時間勤務であっても自身の働き方のフレキシビ
リティを高めて、重要な仕事には適宜対応するな
ど、制度利用者が仕事に柔軟に対応する努力をし
ている。その際重要なことは、やりたい仕事や仕
事の進め方について、上司とコミュニケーション
を密にして、本人が納得して仕事を遂行している
点である。自身のキャリアビジョンを持ち、それ
を上司と共有しながら、仕事への意欲を維持して
いる利用者が多い。
　「いつも『できる』以上の仕事量がある。
リミットを決めることが大切。時間が限られ
ているとデリゲート（委譲）がうまくなり、
部下に任せることで部下の成長機会となる。」
（D社、投資部門、女性利用者）
　「上司との話し合い、部長の支援は重要。
仕事の対応が無理になれば上司に相談する。」
（C社、人事部門、女性利用者）
　「週 38時間勤務で、月～木曜日が勤務日、
金曜日は休日のCompressed	 Work をして
いる。ただし、金曜日も、必要があれば仕事
をする。金曜は絶対に仕事をできない、といっ
てしまうと、バリアを作ることになり、責任
を任せられなくなるかもしれない。さらに上
のディレクターを目指すには、週 5日勤務が
必要かもしれないので、昇進と現在の働き方
と両方の希望があるため、現在はジレンマの
状態である。」（C社、保険査定部門シニアマ
ネジャー、女性利用者）
　上司の対応に不満があるときには、それを話し
合いにより解決するということも重要な対応であ
る。
　「以前の上司は、部下に長く働くことを求
めて、帰り際に緊急の仕事を指示するような
タイプだった。出産後復帰したときは自分の
能力に自信がなくて上司に従っていたが、2
か月くらいたって自信がもてるようになり、
上司と話し合って、求めていることが不合理
であることを伝え、それによって理解しても
らえた。」（D社、投資部門、女性利用者）
　一方で上司も、FW制度を利用している部下に
対しては、コミュニケーションを密にとるように
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心がけている。
　「制度利用者の勤務パターンについて確認
し、仕事の状況に応じて働き方について話し
合っている。（部下の制度利用者は）転職時
にFWを希望していたが、優秀だったので
採用した。採用前にも業務に関して相談・交
渉を十分に行った。」（C社、技術部門、上司）
（2）ドイツの調査結果
①企業の制度の概要
　短時間勤務制度に関しては、制度利用の理由は
限定していない、利用期間の上限を定めていない、
短縮時間数は柔軟に設定できる、ことが 3社に共
通している。制度利用にあたっては、職場の上司
が、職場の予算（人件費）管理の中で判断する。
制度利用の際には契約変更の手続きをとり、育児
による理由を除き、フルタイムに戻りたいときに
いつでも戻れる保証があるとは限らない。
　たとえば G社では、短時間勤務制度利用の理
由に制限はなく、期間の制限もない（退職まで短
時間勤務を続けることも可能な制度）。育児を理
由にしている場合には、フルタイム復帰の権利が
あるが、それ以外の理由では、希望通りにフルタ
イムに戻れない可能性もある。勤務のパターンは
現在 100以上にのぼり、職場の管理者は、部下と
相談しながら人件費の中で働き方（就業時間数）
を決定することとなる。同社では、職種ごとに労
使協定による労働条件の決定が行われる。一定の
レベル以上はこの拘束条件がなくなるために柔軟
に働くことが可能となるが、一般従業員は協定の
範囲内での働き方になる。製造部門では多様な働
き方を認めていない部門もある。18時以降のメー
ルチェックはストレスになるので禁止するという
部門もあるが、このような対応をしているとFW
は進まないとHR担当は考えている。
　3社とも、短時間勤務制度の他に、ホームオフィ
スやテレワークにより勤務場所の柔軟性も高く、
こうした制度と短時間勤務制度を併用することに
より、働き方の柔軟性を高めている。また、各社
とも、下記のような「労働時間口座」の制度によ
り、残業が発生しても他の時期に調整する仕組み
があるため、全般に残業は少ない。
F社：週当たりの残業時間は 10時間が上限で、
トータルで 80時間の残業に達すると、必ず 1
日の休暇を与えることとしている。
G社：残業時間を口座に貯めて、500時間にな
るとまとめて休暇を取得できる。また引退を早
めることにも利用できる。
H社：労働時間口座（年間上限が 200時間、下
限がマイナス 60時間）により、業務繁忙期・
閑散期の勤務時間の過不足を他の時期で補い、
年間の労働時間を調整している。
②制度利用の状況
　短時間勤務制度は、育児目的を中心に利用が定
着してきており、男性の利用者も徐々に増えてい
る。しかし、女性に比べると、男性の制度利用に
対する偏見があるとの意見も根強い。
　「社内では男性が短時間勤務を選択するこ
とに対する理解は低い。」（F社、IT 部門、
男性利用者）
　制度利用のしやすさは、部門や職務内容により
異なる。育児で利用している場合に、子どもが育
つまで（学齢期以上）は制度を継続利用すること
を予定する者が多い。たとえば、H社では、短時
間勤務制度利用は全従業員の 1割程度で、ホワイ
トカラーでは 1/3程度が利用している。また、短
時間勤務制度と在宅勤務制度など他のFW制度
を併用するケースも多く、これにより短時間勤務
でも、業務への柔軟な対応が可能になっている。
　通常、一般従業員は週 35時間勤務が多いが、
職場で短時間勤務者が出て周囲の従業員の仕事が
増える場合には、40時間契約（40時間契約にで
きる従業員の割合は労使で決めている）に変更し
て仕事をカバーすることが多く、カバーする従業
員はそれにより給与を増やすという選択ができ
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る。
　全般に労働時間は長くはないが、短時間勤務制
度を利用する理由として次のような意見がある。
　「自分は週 36時間で働いているので（自分
の職場の）フルタイム（週 40時間）とあま
り変わらないが、フルタイムにすると上司も
自分も『職場にいなければならない』と考え
てしまい、家庭とのバランスをとる必要性に
ついて忘れられてしまうことが懸念される。
36時間であれば、仕事が終われば気兼ねな
く帰宅できる。」（G社、技術部門、女性利用者）
　他にも、「フルタイムに復帰すると 120％の負
荷がかかることになりそうなので躊躇する」とい
うケースもある（現在短時間勤務でも、100％の
業務量）。
　短時間勤務のパターンとしては、1日の時間短
縮を行うケースと、週の勤務日数を減らすケース
があるが、どちらがよいかは業務内容に依存する
との意見が多い。たとえば、秘書業務などは毎日
出社して状況をフォローしたほうがよいが、技術・
開発部門では出勤した日にフルタイムで働く方が
効率的であると考えられていた。
　「（部下の男性が）育児休業を 6か月取得し
て復帰する際に、日々の勤務時間を短縮する
のではなく、不在の日を週に 1日作る方が業
務運営上支障がないと考え、その旨を本人に
伝えて話し合い、勤務時間を決定した。忙し
い時期には残業もしてもらっている。」（F社、
技術部門、上司）
　また日本ではなじみのない「ジョブ・シェア」
は、一つの仕事を一緒に行うパートナーのペアリ
ングの難しさはあるが、うまくいくと効果的で、
H社では営業部門ではジョブ・シェアを利用す
るケースが多いという。同社では、ジョブ・シェ
アの場合には 2人合わせて 60時間としてカウン
トして 10）業務のアサインをすることにしている
という。
　ジョブ・シェアの事例として以下のG社を紹
介する。
　「人事部門のシニアリーダーレベルで、新
しい働き方の企画業務を 2人（60％ずつ、2
人が週に 1、2日は重なる）で担当している。
現在担当している業務について社内公募が
あった際に、研修で知り合った2人で応募し
た。
　上司は、2人を 1人として業務指示を出す。
上司が 60％ずつ業務を配分するわけではな
い。業務の配分や遂行の仕方は 2人で話し合
いながら決めている。メールアドレスはプロ
ジェクトのものがあり、2人が共有できる。
互いの業務内容や期限について確認し合いな
がら業務を遂行する。
　目標の設定、目標達成度の評価は 2名を 1
人として行うが、能力・パーソナリティの評
価については個別に行う。目標達成度の評価
は賞与に反映し、能力・パーソナリティの評
価は育成方針に反映する。評価については、
自分の方が貢献していると思うときはある
が、長期的にみてバランスがとれていればよ
いと考えている。各業務に対する達成レベル
が 2人で一致しており、互いの業務のやり方
などについて率直に意見を言える関係維持が
重要である。
　社内ではジョブ・シェアは 10組程度。シ
ニアリーダークラスのジョブ・シェアは、自
分たちだけである。」（G社、人事部門、女性
利用者）
③制度利用に伴う仕事の変化
　制度利用者、上司共に、短時間勤務になっても
業務の質的な変化はあまりないという意見が多数
ではあるが、イギリスの企業に比べると変化する
との意見もある。
　「週 32時間で働いており、フルタイム（36
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時間）と大きな差はないが、余裕がない目標
やプロジェクトが与えられると、それがチャ
レンジングなものであっても断っている。自
分の勤務時間に適した目標を設定し、上司と
合意するようにしている。」（F社、IT部門、
男性利用者）
　また、仕事量については、減らしているとの認
識が多い。ただし、80％程度以上の勤務になると、
フルタイムとほぼ同じ量の業務を担当していると
考える制度利用者が多い。職場によっては、複数
名の制度利用者がおり、制度利用者を特別視する
と業務運営に支障を来すために、仕事の質を変え
ずに働く方策を検討している。仕事の内容を変更
しなければならない場合には、本人と十分に話し
合って納得してもらうことを心がけている上司は
多い。
　担当する仕事に関しては、制度利用者自身が、
自分の希望を伝えたり、短時間でやりがいのある
仕事ができそうな部門への募集に応募するなどし
て、制度利用者からの働きかけが積極的に行われ
ている。
　「（最初の制度利用時に不本意なプロジェク
トの配置を提案された経験があり、）休業取
得前からネットワークを構築しておき、休業
中もネットワークを駆使して各プロジェクト
や部門の情報を収集し、復職時の仕事につい
ても情報収集やネゴシエートを行い、各プロ
ジェクト等のキーマンとなる人たちにコンタ
クトをとった。子どもがいる女性に責任ある
仕事を任せることへの偏見・先入観を打破す
べく、自分のキャリアビジョンなどを明確に
伝え、責任ある仕事を獲得している。」（F社、
人事部門、女性利用者）
④制度利用者のキャリア、評価
　異動に関しては、イギリスと同様に、求人部門
が社内の募集用のサイトを使って公募し、それを
見て希望者が応募することが多い。その際、短時
間勤務での応募の可否を明確にし、「否」の場合
には理由を明らかにすることにしており、短時間
勤務でも原則として異動は可能である。また、フ
ルタイムの募集に 2人がジョブ・シェアの働き方
でペアになって応募するケースもある。ただし、
短時間勤務者は現実には異動が難しいと考える傾
向もみられている。
　短時間勤務制度の定着に伴い、短時間勤務でも
キャリアを「維持」できる状況にはなってきたが、
今後は短時間でもキャリアを「ステップアップ」
できるようにすることが課題というHR担当の意
見は多い。短時間勤務でマネジャーになっている
ケースもあるが、現在では稀なケースととらえら
れる傾向がある。
　「マネジメント業務には 100％の時間が必
要になるため、管理職になりたい場合には短
時間勤務は勧めない。マネジャー＝常時職場
にいる人、というイメージがあり、リーダー
業務は、短時間勤務では難しいと考える傾向
が社内にはある。」（F社、人事部門、上司）
　「社内にマネジャークラスで短時間勤務を
しているケースはほとんどない。マネジャー
の責任や期待の大きさを考えると、フルタイ
ムである必要性は高い。」（H社、人事部門、
上司）
　制度利用者にも、マネジャークラスのキャリア
を目指したいと考えるケースと、そこまでは考え
ないとするケースがあるが、マネジャーを目指そ
うとする場合に、制度を利用しながら上のポスト
を目指せるかどうかは、「上司の理解次第」との
意見は多い。これには、「管理者は部下が相談し
たいときにいるべき」「さらに上の上司が、部下
の管理職に職場にいることを望む風土」など、職
場の風土が関連しているとみられ、HR担当は、
こうした風土を変えることが課題と指摘する。ま
た、マネジャーは、労働時間の管理から外れて一
般的に長時間労働になる傾向があることも、制度
利用者の昇進の制約と関連している。
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イギリス、ドイツの柔軟な働き方の現状
　「短時間勤務のままキャリアアップを図る
ことは難しい。特にマネジャーになると仕事
量が増える上に、ミーティングなどの参加も
多くなり調整事項が増えるため、短時間では
対応が困難だと思う。」（F社、人事部門、女
性利用者）
　全般に、一定の時間以上（70～ 80％程度以上
の勤務）で働けば、特にキャリア形成への影響は
ないという意見が多い。G社のHR担当は、育児
休業からの復帰直後は 40％勤務など短い勤務時
間であっても、勤務時間を増やしていくことを制
度利用者に勧めており、そのために在宅勤務制度
など他のFW制度の使用を促進している。
　「出産後、保育園が利用できず週 15時間で
職場復帰し、その後時間を増やしていって、
現在は週 36時間の契約で勤務している。多
忙時は多く働き、子どもが病気の時などは労
働時間を短くして調整している。担当してい
るプロジェクトを進める中で、仕事の仕方も
変化し、時間がかかる部分が増えてきたため
に、上司と相談しながら勤務時間を増やして
きた経緯がある。」（G社、技術部門、女性利
用者）
　「週 25～ 30時間以上の勤務であればキャ
リア形成に影響はない。ただ、上司による、
という面もある（短時間勤務者を厳しく評価
する上司もいる）。上位職の後継者リストに
女性を必ず含めることをマネジャーに求めて
いる。」（H社、HR担当）
　制度利用者がキャリア形成を図るためには、利
用者自身が自分の専門性を意識し、スキルや知識
の維持を図ることといった自助努力の重要性も指
摘されている。また、上位職への昇進のための研
修参加メンバーに選抜されモチベーションを高め
ているケースもある。この場合も、短時間勤務
者に選抜型研修への参加を認めるか否かは上司次
第、との意見である。
　「働き方が変わることによるキャリアへの
影響の有無は、自分の専門性を意識し、スキ
ル・知識の維持を図ることができるか、と関
連している。自分は、（フルタイム勤務時の）
出産前から自分の専門性を活かせる業務を意
識して上司と交渉していた。」（F社、人事部
門、女性利用者）
　「現在は 90％で働いており、効率的に業務
を回せば部長職も可能である。グループリー
ダーレベルに昇進するための研修の受講を認
められており、それに参加するつもりである。
現在の上司は短時間勤務でも成果を上げてい
ると評価してくれており、上司次第である。」
（G社、技術部門、女性利用者）
⑤制度利用に伴う対応
　ドイツでは少子化が進んでおり、優秀な人材が
能力を発揮する環境整備策は人事戦略として不可
欠で、短時間勤務制度を含む FWの制度充実は
人事管理の重要な課題と認識されている。
　近年は、短時間勤務よりもFWを定着させる
方が効果的とする意見もある。この背景として
は、社会的な変化と、働き方に関わる技術的な変
化があげられている。社会的な背景としては、保
育所など子育ての社会的サービスの充実、女性の
就業意識の変化、男性の育児参画の拡大などによ
り、育児期の勤務時間短縮がなくても仕事と育児
の両立が可能になってきていることが指摘されて
いる。ただし、ドイツでは保育サービスに関して
は現在でも十分なサービスがあるとはいえず、女
性に多くの子育て負担がかかっているとの見方が
根強く、この点への課題意識は強い。G社では、
ベビーシッター会社と提携して、従業員の育児負
担の軽減を図る制度を実施している。また、働き
方に関しては、技術の変化により、在宅勤務等の
制度を併用することで、短時間勤務にしなくても
フルタイムの業務量に対応できるケースが増えて
いることなどがあげられている。
　現状でも、一定時間以上の短時間勤務制度の利
用の場合であれば、在宅勤務などと組み合わせて
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柔軟に対応し、業務の必要性に応じた勤務は可能
であると考えられている。緊急時に連絡が取れる
体制があれば、本人のキャリア形成上の問題は少
なくなっている。制度利用者も、勤務日や勤務時
間について契約はあるが、職場の状況を見ながら
柔軟に対応するというケースが多数である。
　「人事部門のチームリーダー（管理職の手
前）で、2か月の育児休業を取得後、週 30時
間を 4日間に分ける勤務形態で復帰した。そ
の後週 30時間を 5日間に分けた勤務形態（3
日はフルタイム、2日は午前のみ）へ変更し、
現在は週 25時間の同僚とジョブ・シェアを
している。毎日午前中は職場にいた方が、社
内にも職場にとっても有益なので、そのよう
な勤務形態に変更した。現在の仕事は、業務
経験を活かせて短時間勤務も可能なので自分
から応募した。
　ある程度勤務時間が決まっていることは重
要であるが、一部柔軟性をもって対応するこ
とも必要である。自分が不在の時に重要な
ミーティングなどがある場合は、パートナー
（妻）と調整して参加するなど、柔軟性を持っ
て対応するようにしている。会議についても、
業務の優先順位をつけ、重要性、緊急性の観
点から参加すべき会議を取捨選択している。」
（H社、人事部門、男性利用者）
　また、職場のマネジャーがキーパーソンである
ことはイギリスと同様であり、管理職への働きか
けも行われている。G社では、管理職 500名を対
象にして、FWの制度を 4カ月間利用するプログ
ラムを行った。8割が男性であったが、特に在宅
勤務のメリットを認識した者が多かった。この取
組は、マネジャーがFWの有効性を認識する上
で効果があったと考えており、今後もさらに拡大
して実施することを計画している。
　ドイツでは、職場にいることが重要という風土
が根強い職場も少なくないため、短時間でも効率
的に働くことで仕事の達成度を高めることができ
ることを職場の中で理解することが必要と考えら
れている。また、仕事管理に関しては、これまで
は一人でミッションをやり遂げることが重視され
てきたが、これからは協力して成果を出すことが
重要になり、職場の管理はそうした方向に移行す
べきであるという上司の意見もある。
　また、短時間勤務者が多くなった職場の上司は、
最初は利用者個別のニーズに合わせてマネジメン
トをしていたが、管理者の自分が制度利用者の
予定に合わせることで効率が悪くなったために、
チーム全員が顔を合わせる曜日を決めてその日に
は出社を求めて部門内のミーティングをするよう
に変更した、というケースもある。上司と制度利
用者が効果的な業務運営を前提に制度利用につい
て話し合いを持ちながら対応している事例といえ
る。
　介護のために制度を利用した部下への対応とし
て次のような事例がある。
　「ネットワーク構築の仕事をしていた部下
が親の介護のために 6か月間、20％に仕事を
減らすことになり、インドで同様の業務をし
ていた人に半年間ドイツに来てもらった。介
護をする社員には各業務に要する時間を棚卸
ししてもらい、それをもとにして他のメン
バーに業務を配分した。」（G社、技術部門、
上司）
（3）インタビュー調査のまとめ
　以上、イギリス、ドイツの企業調査のポイント
をまとめると、以下のとおりである。
　イギリスでは、次の 3点を指摘したい。第 1に、
短時間勤務制度を導入していても、制度利用に伴
う収入の減少、キャリア形成へのダメージへの懸
念から利用者が少ない企業もあり、短時間勤務制
度よりもフレックス勤務や在宅勤務などフレキシ
ビリティを高める制度を充実させて、職場の状況
に応じて多様な FW制度を組み合わせて業務遂
行するケースが多くなっている。調査対象企業は、
ドイツの企業に比べてFW制度の定着が進んで
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イギリス、ドイツの柔軟な働き方の現状
おり、こうした制度利用を受容する職場風土も醸
成されつつあるようである。第 2に、そのために
は、FWの制度としてメニュー化することでは限
界があり、職場の実態に合わせて制度利用のニー
ズに柔軟に対応することが重要であることから、
管理職を中心とする職場マネジメントが適切に行
われるよう、企業として支援することを重視する
傾向が強まっており、そのための施策推進も活発
化している。働き方のパターンを数えると 200以
上になるという企業もあるなど、個別の状況の中
で職場の管理職が判断して多様な働き方を認めて
いくのが現実的であり、また効果があると考えら
れている。第 3に、労働時間が減っても与えられ
る役割や仕事の量は大きく変化しないケースも多
く、その場合には、制度利用者と上司が仕事の優
先度を考えたり、状況に合わせて他のメンバーに
任せるなどの対応をすることで、制度利用が職場
に与える影響を小さくしている。
　ドイツでは、次の 3点を指摘したい。第 1に、
短時間勤務は女性を中心に（一部男性も）利用者
は多く、長期に利用するケースも多く、イギリス
に比べて FW制度の中でも短時間勤務の利用は
多い。ただし、今後は、勤務時間を短縮するよりも、
柔軟に働いて労働時間数は変えない働き方をもっ
と広げるべきだと考えるHR担当の意見もある。
第 2に、制度利用に伴う業務配分については、職
場の業務が常に変化しており、その中で、本人の
能力や業務の特性を勘案して配分されている。配
分にあたっては、本人とのコミュニケーションを
十分にとるような努力が上司、利用者双方でなさ
れており、特に制度利用者は、積極的に自身への
業務配分について発言を行っている。休業から復
帰時に社内公募を利用して自らの意思で職場を異
動するケースもある。第 3に、短時間勤務のまま
マネジャーに昇進すること、あるいはマネジャー
が制度利用をすることは難しいと考えられてお
り、それは、マネジャーの労働時間が長い（実際
に労働時間が長いケースもある）こと、「いるこ
とを重視する」風土などによる。短時間勤務のマ
ネジャーもいるが、現在では例外的存在ととらえ
られている。
６　結論―日本への示唆
　以上の分析から、イギリス、ドイツの両国にお
いては、企業により程度の違いはあるが、働き方
の多様化、柔軟化が急速に進んでいると総括でき
る。ただし、短時間勤務制度を含む FWの制度
利用者は女性で多く男性で少ないこと、昇進にあ
たっては制約が生じる場合もあること、長時間働
く部下を評価する管理職が存在することなど、日
本と共通の課題も指摘できる。一方で、働き方の
柔軟化を進めることは、ダイバーシティ経営、優
秀な人材確保、従業員のモチベーション向上など
多くの経営的なメリットがあることから、HR部
門を中心に課題を取り除いて働き方の選択肢を拡
大する努力を行っていることも明らかになった。
日本で短時間勤務制度を効果的に運用するための
インプリケーションについて、以下では 5点を指
摘したい。
　第 1に、イギリス、ドイツともに、短時間勤務
よりもフレキシビリティを高めることを重視する
傾向が強まっていることが指摘できる。短時間勤
務制度以外にも、フレックスタイム制度、在宅勤
務制度など他の多様な制度の導入も同時に進めら
れている。多様な働き方の 1つの選択肢という位
置づけにより、短時間勤務制度が効果を上げてい
るといえる。つまり、たとえば育児責任がある場
合に、柔軟な働き方のメニューの中から、必要な
部分に短時間勤務制度を利用し、責任を果たすた
めには在宅勤務等で補う、という使い方である。
短時間勤務制度は、制度利用者にとっても仕事の
経験や経済的な面でデメリットがあるため、時間
を短縮しないで働くことができるのであればその
方が良い方策であると考える HR担当者は多い。
一方日本では、育児・介護休業法において、育児
期の短時間勤務制度と所定外労働の免除について
は企業に制度が義務付けられており、フレックス
タイム制度等の柔軟な働き方とは異なる位置づけ
である。短時間勤務制度単独で育児等の責任と仕
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事の両立を図ると、その働き方の特殊性からキャ
リア形成上の問題も生じることから、他のフレキ
シブルな働き方と組み合わせた制度運用を進める
ことが重要であるといえる。
　第 2に、柔軟な制度を職場や個人の状況に合わ
せて効果的に活用するためには、フォーマルな制
度導入と併せて職場でのマネジメント等の対応が
重要であるとの認識が強く、管理職への働きかけ
を重視している点が重要である。特にイギリスの
企業ではこの傾向が強く、管理職が、FWの重要
性を理解することへの啓発に加えて、具体的な職
場マネジメント改革に踏み込んだ支援的取組を、
企業として進めている。
　第 3に、制度利用者への仕事の配分は、質的に
は変えない、というのが多くのケースに共通する
ことである。日本では、短時間で働くことに伴い、
仕事の質が変化し、それにより制度利用者の経験
が制約され、モチベーションの維持が難しいケー
スがみられたが、イギリス、ドイツではこうした
ケースは少ない。仕事量も、70～ 80％程度の勤
務の場合には、ほとんど変わらないとしており、
この場合は、制度利用者が上司と相談しながら柔
軟に業務遂行することにより対応している。日本
に比べると、イギリス、ドイツでは通常の労働時
間が長くないことから、短時間で働くことによる
制約は小さいという側面も重要である。仕事のア
サイン時には、上司と本人のコミュニケーション
により双方が納得する形で仕事が割り振られてい
る。本人が納得しない場合には、上司と交渉をし
て納得できる仕事に就いており、また、上司も業
務の必要があれば働き方の変更を依頼するなど、
双方向のコミュニケーションをとり、制度利用者
も上司もこのことの重要性を認識している。これ
により、短時間勤務制度が日本のように「特殊な
働き方」とはみなされていない。
　第 4に、制度利用が異動や昇進に不利になるこ
とがないわけではないが、特に異動については、
両国とも社内公募が制度化されており、希望者が
応募して自分の能力をアピールすれば短時間勤務
でも受け入れられている。制度利用者自身が今後
のキャリア展開を主体的に考え、上司と交渉しな
がら責任のある仕事を任されるよう努めている。
昇進については、ドイツでは制度利用のネガティ
ブな影響を指摘する傾向が強いものの、能力や意
欲が認められれば管理職候補者のための研修制度
への参加機会を提供するなど、本人のやる気を引
き出すとともに、優秀な人材には働き方にかかわ
らずチャンスを与える仕組みとなっている企業も
ある。これらが可能になっているのは、職場の管
理職に人事に関する権限が与えられているという
点で日本とは異なる状況があるわけだが、働き方
を柔軟化して職場のパフォーマンスを維持するた
めには、職場の事情に応じた対応が不可欠であり、
職場への権限移譲を検討することも重要である。
職場の管理者の責任が高まることで、管理者が部
下とのコミュニケーションをより密接にとる必要
性の認識も高まってくるものと考えられる。
　第 5に、制度利用者の仕事へのモチベーション
が高いことが、制度の充実化につながっていると
いうことである。時間短縮分の業務量を減らすと
いうことは実際には難しく、それほど業務量が
減っているわけではない。制度利用者は、業務の
優先順位をつける、部下に業務をおろしていく、
などにより対応している。重要な仕事であれば、
それを優先して処理する、そのためには配偶者を
含めた家族との協力体制を整え自身で働き方も柔
軟に変えながら業務対応を行う、などの工夫をし
ている。本人がやりたい仕事をできていることで、
本人も働き方を工夫して責任を果たす努力をして
いるといえる。利用者は「短時間勤務だから○○
ができない」という意識は薄く、「短時間でもで
きる」という意識で、新しい仕事にチャレンジし
ており、こうした意欲を引き出す管理のあり方も
重要である。
	 	 注
1）	 ただし、2010 年 6 月 30 日時点で常時 100 人以
下の労働者を雇用する事業主については、2012
年 6 月 30 日までの間適用が猶予されていた。
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2）	 本調査研究は、経済産業研究所における研究会
（代表：武石恵美子）において実施したもので、
調査は、日本は 2009 年 12 月～ 2010 年 1 月、
イギリス、ドイツは 2010 年 2 月～ 7 月（企業
調査が 2月～ 6月、従業員調査が 7月）に実施
した。
3）	 本調査の対象労働者は、ホワイトカラー正社員
である。
4）	 イギリス、ドイツの政策動向に関しては、労働
政策研究・研修機構（2012）を参照している。
5）	 ドイツの時間政策は、ビジネス上の理由だけで
なく、仕事とケアワーク（社会の再生産のため
に必要な労働）を持続可能な形で分配するとい
う発想が強いと田中（2012）は指摘している。
この考え方に立ち、労働の柔軟化を進めている。
6）	 1994 年に時間外労働に対する割増賃金が法律
上撤廃され（労働協約上は規制されることがあ
る）、「労働時間口座」の普及につながったとさ
れている（労働政策研究・研修機構（2011b））。
7）	 本調査は、文部科学省科学研究費助成（基盤研
究 (B)　課題番号 24330126　研究代表者：武石
恵美子）を受けて実施した。調査は執筆者 2名
に加えて、東京大学社会科学研究所助教　朝井
友紀子氏の 3名で実施した。
8）	 調査対象企業の中には、短時間勤務制度を廃止
した企業もあったが、その場合は、その背景や
多様な働き方の現状等についてHR担当に対す
る調査を行った。
9）	 同社では次の 6つの行動を重視している。
	 ① Output	focus（アウトプットに集中する）
	 ② Setting	boundary（制限制約を設定する）
	 ③Working	intelligently（賢く働く、テクノロ
	 				ジーを使う）
	 ④効率よくコミュニケーションをとる
	 ⑤多様性を受け入れる
	 ⑥ Trust（チームを信頼する）
10）「60 時間で 1 人」とカウントしても「30 時間
で 2人」とカウントしても、人件費の面ではメ
リットはないが、60 時間働く 1 人分とみなす
ため、ポスト管理や要員管理において実質的に
2名分が確保できるというメリットがある。
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TAKEISHI Emiko
MATSUBARA Mitsuyo
Flexible Working Styles in the UK and Germany
Implications for Japan on Effectively Implementing 
Measures of Shortening Work Hours
　Since	 the	 revised	 Child	 Care	 and	 Family	
Care	Leave	Act	went	into	eﬀect	in	June	2010,	
Japanʼs	 employers	 have	 been	 obligated	 to	
provide	 measures	 of	 shortening	 work	 hours	
(including	 a	 six-hour	 day)	 for	 employees	who	
care	 for	 children	 up	 to	 three	 years	 old.	This	
in	turn	has	led	to	an	increase	in	people	taking	
advantage	 of	 these	 measures	 during	 their	
childrearing	 years.	 Now	 that	 the	 use	 of	 this	
system	 has	 been	 well	 established,	 various	
issues	are	coming	to	light	regarding	workplace	
management	and	career	development	for	those	
employees	 who	 make	 use	 of	 it.	 Keeping	 in	
mind	the	problems	Japan	is	now	experiencing,	
I	 examine	 via	 workplace	 interviews	whether	
such	 issues	 have	 arisen	 in	 companies	 in	 the	
UK	 and	 Germany	 where	 many	 different	
working	styles	have	been	introduced,	and	if	so,	
how	these	issues	can	be	eliminated.
　Many	 companies	 in	 both	 the	 UK	 and	
Germany	 now	 institutionalize	 measures	 of	
shortening	 work	 hours	 as	 a	 type	 of	 ﬂexible	
working	 style.	 At	 the	 same	 time,	 however,	
they	are	also	moving	forward	with	introducing	
other	 systems	 such	 as	 flex	 time	 and	
telecommuting.	For	this	reason,	even	with	the	
burden	of	 childcare,	 one	can	utilize	measures	
of	 shortening	 work	 hours	 where	 necessary	
from	 among	 a	 veritable	 menu	 of	 ﬂexible	
working	styles.	Shortening	work	hours	has	its	
disadvantages	for	those	who	make	use	of	the	
system,	especially	in	job	experience	and	on	the	
ﬁnancial	 front,	 so	many	HR	managers	would	
prefer	 employees	 be	 able	 to	 work	 without	
having	to	cut	down	on	their	hours.	Therefore,	
itʼs	 important	 to	 improve	 the	 management	
skills	 of	 administrators	 who	 implement	 these	
various	working	styles	in	the	workplace.	Also,	
working	 hours	 in	 the	 UK	 and	 Germany	 are	
not	 as	 long	as	 in	 Japan,	 so	 itʼs	 also	vital	 that	
any	 limitations	 from	 working	 shorter	 hours	
are	kept	to	a	minimum.
　While	 there	 are	 examples	 where	 utilizing	
measures	of	shortening	work	hours	has	meant	
disadvantages	in	personnel	changes	and	career	
advancement,	 those	 who	 make	 use	 of	 these	
systems	 are	 making	 eﬀorts	 to	 be	 proactive	
about	 their	 own	 career	 development	 and	 to	
negotiate	 with	 supervisors	 to	 be	 assigned	
work	 for	which	 they	can	claim	responsibility.	
Thus,	 companies	 are	 attempting	 to	 build	
collaborative	systems	that	work	with	families—
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husbands	 included—to	 take	 a	 more	 positive	
stance	 of	 “I	 can	 do	 it	 even	 with	 shortened	
hours”	 versus	 “I	 canʼt	 do	 it	 because	 I	 work	
shortened	 hours”.	 Employees	 who	 use	 these	
systems	are	making	eﬀorts	to	be	more	ﬂexible	
when	attending	 to	 their	work	demands,	even	
with	shortened	working	hours.	It	is	clear	that	
incentive	 communication	 between	 employees	
who	use	 these	 systems	and	 their	 supervisors	
at	the	workplace	is	essential.
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